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１．はじめに 

核燃料サイクル開発機構（以下、サイクル機構とする）幌延深地層研究セ

ンターでは、高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する研究開発を進め

ています。 

核燃料サイクル開発機構が幌延町で実施している幌延深地層研究計画は、

「原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画（平成６年６月）」（以下、

「原子力長計」とする）に示された深地層の研究施設計画の一つであり、堆

積岩を対象に深地層の研究を行うものです。深地層の研究施設は、平成１２

年１１月の「原子力長計」においても、今後の地層処分技術の信頼性の確認

や安全評価手法の確立に向けての研究開発を進めていく上での主要な施設で

あることや、国民の研究開発に対する理解を得ていく場としての意義を有し

ていることが示されています。 

また、「総合資源エネルギー調査会原子力部会-原子力の技術基盤の確保に

ついて-（平成１３年６月）」の「高レベル放射性廃棄物処分のための研究開

発」においては、サイクル機構の役割について、「深地層の研究施設、地層処

分放射化学研究施設などを活用し、深地層の科学的研究、実測データの着実

な蓄積とモデル高度化による地層処分技術の信頼性向上と安全評価手法の高

度化に向けて研究開発を着実に推進することが必要である」としています。

幌延深地層研究計画では、ここで示された「深地層の科学的研究」について

は「地層科学研究」、また、「地層処分技術の信頼性向上」と「安全評価手法

の高度化」については「地層処分研究開発」として進めています。 

本報告は、「幌延深地層研究計画平成１３年度調査研究計画（平成１３年４

月）」に基づき、平成１３年度に実施した調査研究の成果をまとめたものです。 

 

 

２．平成１３年度の主な調査研究結果 

 幌延深地層研究計画は、「地表から行う調査研究」、「坑道を掘削しながら

行う調査研究」、「坑道を利用して行う調査研究」の３つの段階に分けて実施

します。平成１３年度は、地質環境調査技術開発として、地質環境データの

取得のため、空中物理探査、地上物理探査、地質調査、試錐調査を実施し、

これらの調査により得られたデータに基づいて地質環境のモデル化を行いま
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した。また、これらのデータは、研究所設置地区の選定のための検討に用い

ました。この他、地質環境モニタリング技術の開発や、地質環境の長期安定

性に関する研究、地下施設の設計のための検討を行いました。地層処分研究

開発については、第２段階以降に地下施設で行う計画を具体化するための検

討を行いました。 

また、平成１３年度は地上施設に関して、研究管理棟、コア倉庫棟、ワー

クショップ棟、展示館、国際交流会館の各施設について、利用形態、受変電

設備、上下水道設備などの仕様の検討を行いました。 

平成１２年度に開始した環境調査を継続実施しました。 

 

 

３．研究所設置地区の選定に関する検討 

研究所設置地区については、研究の対象となる地層と地下水が存在するこ

と、安全に建設できることが基本的な要件です。 

研究所設置地区の選定にあたっては、まず文献などの既存資料に基づき、

新第三紀の主に泥岩からなる声問層、稚内層、増幌層（上部）を研究の対象

地層に選定し、これらの地層が500m程度の深さに十分な厚さをもって分布す 

図１ 新第三紀層の分布と研究所設置対象区域 
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ると推定される研究所設置対象区域（A区域、B1区域、B2区域、C区域）を

抽出しました（図１）。これらの区域のうち、C区域を含む北海道大学天塩研

究林および隣接している問寒別地区の民有地・町有地などを除く範囲を対象

に、空中物理探査（磁気、電磁および、自然放射能探査）、地上物理探査（電

磁探査）、地質調査を実施しました。 

次に、これらの区域の中からガスの産出記録や社会的側面などを考慮して、

B1区域とB2区域において試錐調査（HDB-1、2孔）（図２）を実施し、地質層

序に関するデータや地下水に関するデータ、地層の力学的強度やガスに関す

るデータを取得しました。 

     図２ 試錐孔位置とケーシングプログラム 

 環境調査では、希少動植物の生態や地下水の利用状況などを調べました。

その結果、B1区域、B2区域には、沢部に魚類（ヤマメ、ハナカジカなど）や

底生生物（カワシンジュカイ）などの希少動物が生息することや、表流水や

地下水が水源として利用されていることを確認しました。施設建設では、こ

れらに十分な配慮が必要であることが分かりました。 

平成１４年度の早い時期に研究所設置地区を選定するため、これらの結果

に基づき、基本的な要件に加えて土地利用状況などの社会的要件について検

討を行いました。 
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４．地層科学研究 

4.1地質環境調査技術開発 

4.1.1地表から地下深部までの地質環境データの取得 

 空中物理探査、地上物理探査、地質調査、試錐調査を行い、地表から地下

深いところまでの地層の分布や断層などの地質構造のデータ、地層の水の通

し易さや、地下水の水圧・水質、地層の力学的強度などのデータを取得しま

した。また、表層の水理データを取得するための観測システムの検討を行い

ました。 

 

(1)空中物理探査 

空中物理探査は、研究の対象となる地層が適切な深さに十分な広がりと厚

さを持って分布すると推定される区域（A区域、B1区域、B2区域、C区域）

のうち、C区域を含む北海道大学天塩研究林（約50km2）および隣接している

問寒別地区の民有地・町有地などを除く約150km2の範囲を対象に実施しまし

た。 

岩石によって異なる磁性、電気抵抗、自然放射能を有していることに着目

し、ヘリコプターを用いて空中から磁気探査、電磁探査、放射能探査を行い、

地表から地下150m程度までの地層の分布や断層、しゅう曲などの地質構造を

推定するためのデータを取得しました。 

 電磁探査の結果では、砂岩・礫岩を主体とする更別層、勇知層の分布域で

高比抵抗*1 を示し、泥質岩を主体とする声問層、稚内層、増幌層の分布域は

低比抵抗を示しています（図３）。 

      

 

 

 

 

 

 

 
 

 

*1：岩石の電気の通し易さを表すもので、一般的には、粘土、シルト岩などは低比抵抗を示し、頁岩、泥岩な

どは特に低比抵抗を示す傾向があります。また、砂・礫混じりの地層は高比抵抗を示す傾向があります。 
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      図３ 空中電磁探査 見掛比抵抗分布図（深さ100m） 

磁気探査の結果では、大曲断層の西側の更別層と勇知層との境界部に沿っ

て、北北西－南南東方向の高磁気異常が分布しており、ヌカナン断層東方の

増幌層の分布域にも高磁気異常が認められています（図４）。これらは、砂岩

中に帯磁率の高い蛇紋岩などの礫・砂が含まれていることによるものと考え

られます。 

図４ 空中磁気探査結果（傾向面解析図） 
放射能探査の結果では、天塩川沿いの沖積低地や丘陵地の沢部で自然放射

線強度が高く、新第三紀層分布域（声問層上部相～宗谷夾炭層）では低い傾

nT（ナノテスラ）：
磁界の強度を表す単位で、
磁束密度を示します。

nT（ナノテスラ）：
磁界の強度を表す単位で、
磁束密度を示します。

比抵抗値（Ω・m;オームメータ）：
断面積が1㎡で長さが1mの物質の電
気抵抗を表します。

比抵抗値（Ω・m;オームメータ）：
断面積が1㎡で長さが1mの物質の電
気抵抗を表します。
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向が認められます（図５）。 

図５ 空中放射能探査結果（全γ線分布図） 

 

(2)地上物理探査（電磁探査） 

地上物理探査は空中物理探査と同様に、C 区域を含む北海道大学天塩研究

林および隣接している問寒別地区の民有地・町有地などを除く範囲について､

合計60点で実施しました。 

地層の電磁気的な性質（電気抵抗など）に着目し、空中物理探査で推定可

能な深さ（地下150m程度）より深いところ（地下2,000m程度）までの地層

の分布や断層、しゅう曲などの地質構造を推定するためのデータを取得しま

した。 

 地上物理探査によっても、大曲断層の西側に分布する砂岩を主体とする更

別層、勇知層が高比抵抗帯、東側の泥質岩を主体とする声問層、稚内層、増

幌層が低比抵抗帯に対応するという、この地域の地質構造と調和的な結果が

得られました。（図６）。 

自然放射線量
（cps；カウントパーセック）：
単位時間当たりの何個の放射線
が検出されたかという割合です。

自然放射線量
（cps；カウントパーセック）：
単位時間当たりの何個の放射線
が検出されたかという割合です。
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      図６ 地上物理探査（電磁探査）比抵抗断面図 

 

 

(3)地質調査 

 地層の重なり方や地層の性質、断層などの地質構造を明らかにするために、

地表に露出している地層の調査や採取した岩石サンプルを用いた岩石鉱物試

験を行いました（図７）。地質調査からは概ね既存の文献に示された地質分布

と整合的な結果が得られましたが、声問層と稚内層の境界付近では稚内層が

分布するとされていたところで声問層と思われる泥岩が認められたり、従来、

地層が西へ傾斜すると推定されていたところが、実際は東へ傾斜していると

ころもありました。今後、声問層と稚内層の分布や地質構造について、より

詳しく調べていきます。 

 また、地表に分布する岩石から採取した声問層、稚内層、増幌層の岩石サ

ンプルを用いた有機物の分析（ロックエバル分析*2）では、増幌層や稚内層 

 
*2：岩石中の有機物の量、種類を測定するもので、一般的には石油根源岩の評価を目的として岩石試料の昇温加熱

により揮発性あるいは熱分解して生じる有機物量、タイプを検出する方法です。 

（既存文献に基づく推定地質断面図）

（幌延町北進地区測線）A A’

（既存文献に基づく推定地質断面図）

（幌延町北進地区測線）A A’
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図７ 地質調査位置図 

よりも声問層の方が岩石中の有機物量が多いことが分かりました。表１には、

岩石に含まれる有機物としてケロジェン*3の量を示しています。 

岩石中の有機物量の違いを調べることで、各地層の性質や分布状況（地質

層序）などを、より広い角度から検討できることが期待できます。 

            

           表１ 有機物分析結果 

 

 

 

 
*3：堆積性有機物のうち、有機溶媒とアルカリ溶液に溶けない有機物の総称です。 

 

ケロジェン
岩質 地層名 (mg/g)

泥岩 声問層 2.27
珪藻質泥岩 声問層 2.81
珪藻質泥岩 声問層 3.27
珪藻質泥岩 声問層 3.31
珪藻質泥岩 声問層 3.14
珪藻質泥岩 声問層 2.55
頁岩 稚内層 1.42
頁岩 稚内層 0.60
泥岩 増幌層 0.60
泥岩 増幌層 0.91

ケロジェン
岩質 地層名 (mg/g)

泥岩 声問層 2.27
珪藻質泥岩 声問層 2.81
珪藻質泥岩 声問層 3.27
珪藻質泥岩 声問層 3.31
珪藻質泥岩 声問層 3.14
珪藻質泥岩 声問層 2.55
頁岩 稚内層 1.42
頁岩 稚内層 0.60
泥岩 増幌層 0.60
泥岩 増幌層 0.91
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(4)表層水理調査 

  地下水の流れの解析に必要な情報である、雨水が地下にしみ込む量（涵養

量）を調べるための適正な観測手法・機器を検討するために、幌延町内にお

いて、地形・地質・被覆（植生）の特徴を整理しました。その結果、更別層、

勇知層が分布する地域は沢の密度が高く、稚内層が分布する地域は低いこと

や、幌延町およびその周辺の年平均降水量は約1,176mm、年平均気温は5.6℃

程度であることが分かりました 1)～8)。 

表層水理データ取得のための観測システム（気象観測など）の検討では、

現地において冬季の河川の流量観測、積雪面蒸発量の測定を行い、寒冷地特

有の条件などに対応した表層水理観測システムの概念をまとめました（図８）。 

図８ 表層水理観測システムの概念 

(5)試錐調査 

試錐調査地点（HDB-1、2 孔）は、B1 区域、B2 区域内において、アクセス

や許認可手続き、調査に必要な用地の確保の容易性を考慮して選定しました

（図２）。 

試錐調査では、HDB-1孔、2孔それぞれ深さ720mまで掘削し、コア（岩芯）

を用いた室内試験や、試錐孔を用いた試験を行いました。 

 掘削時に採取したコアは、HDB-1、2孔ともに、珪藻質泥岩や硬質の泥岩か

らなっています。岩石の特徴から判断して、HDB-1孔では、深さ321m付近ま

でが声問層、それ以深は稚内層、HDB-2 孔では、深さ 56.69m までが声問層、

それ以深は稚内層と考えられます。図９、10 に岩石の硬さや割れ目の状況、

地下水面

降水（降雪）量

蒸発散量

河川流出量
涵養量

地下水面

降水（降雪）量

蒸発散量

河川流出量
涵養量
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化石の産出状況などをまとめています。試錐孔を用いた試験のうち物理検層

結果を図11、12に示しました。参考のためコアを用いた室内試験結果も載せ

ています。 

コアを用いた一軸圧縮試験の結果では、深さ 500m 程度での強度として 10

～35MPa程度を確認しました（図13）。 

地層にかかる圧力（応力）を調べるための応力測定の結果、最大主応力は、

HDB-1孔（深さ585.00m）で12.70MPa、HDB-2孔（深さ585.00m）で11.00MPa

でした（表２）。 

地層の水の通し易さを調べるための試験（水理試験）により、透水係数と

して HDB-1 孔で 10-9m/sec ～10-10m/sec オーダー、HDB-2 孔で 10-9m/sec～

10-12m/sec オーダーの値が得られました（表３）。一般的には 10-8m/sec オー

ダー以下の透水係数の地層は、水を通しにくい地層といわれています 9)。今

後、泥材やガスの影響の有無や程度などについて検討を加えます。 

また、HDB-2孔の深部の地下水は水柱に換算すると地上110m以上という高

い圧力を持っていることが分かりました。 

HDB-2孔の水理試験において、最大で2.3㍑/min～4.4㍑/min（図14）、水

理試験後の採水時に最大で 6.4 ㍑/min のガスの湧出を認めました。この他、

ガスについては、試錐孔掘削時における掘削水中のガスの連続モニタリング

（図 15）、コアおよび水理試験時のガス採取・分析を行いました。ガスは地

下水に溶存しており、その主体はメタンガスであると考えられます（図16）。 

水理試験の際に採取した地下水の化学組成は、掘削に用いた水の影響が残

ってはいるものの、現在の海水の1/2～1/3程度の塩分濃度の地下水であるこ

とが確認できました（図 17）。このほか、コアに含まれている地下水を抽出

し分析を行った結果でも、同様に現在の海水の1/2～1/3程度の塩分濃度を示

しました（図18）。 

試錐調査で得られた透水係数や地層の力学的強度などは、図19、20に示す

ように国内に一般的に分布する泥岩や頁岩とほぼ同じ値 10),11)を示していま

す。 
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度
(
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図13 HDB-1,2孔一軸圧縮強度

水平面内最大主応力

HDB-1
（深度381.0m）

11.80(MPa)

N86.9W(東西方向)

HDB-１

水平面内最小主応力

（深度585.0m） N60W(東西方向)

N3.1E(南北方向)

7.23(MPa)

10.30(MPa)12.70(MPa)

HDB-2

（深度281.9m） N29.6W(南北方向) N60.4E(東西方向)

5.91(MPa)8.25(MPa)

N30E(南北方向)

HDB-2

（深度585.0m） N22E(南北方向) N68W(東西方向)

8.00(MPa)11.00(MPa)

表２ 水圧破砕試験結果



図14 水理試験時のガス/水流量計測結果(HDB-2孔）
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表３ 水理試験結果
HDB-1

HDB-2

試験深度（m） 透水係数(m/sec) 平衡水位（GL+m）

370.00-395.00 2.5E-09 0.4（下降傾向）

548.00-563.19 5.4E-10 19.69

試験深度（m） 透水係数(m/sec) 平衡水位（GL+m）

344.90-404.90 2.5E-09 41.9（上昇傾向）

666.50-682.69 2.5E-11
115.90
（試験中最大値）

679.50-695.69 9.0E-12 114.30
（試験中最大値）

（累積ガス量：180㍑）

（累積ガス量：1490㍑）
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図16 水理試験時に採取したガスの分析結果
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図17 地下水採水結果（ヘキサダイアグラム*）

海 水

陽イオン 陰イオン

HDB-1
(GL-548.00～563.19m)

HDB-2
(GL-344.90～404.90m)

*meq/㍑（ミリイクイバレント・
パー・リットル）：溶液中の
イオン濃度を表す単位の
一つです。

図18 コアからの抽出水の元素濃度

*ヘキサダイアグラム：
・陽イオン、陰イオンをそれぞれ
3成分系としてプロットし、
図形として表したものです。
・水質組成の違いが明瞭に分かる
ため、広く一般に使われている
手法です。

meq/㍑



図20 国内の泥質岩・凝灰岩物性値との比較例
（第２次取りまとめ，1999に加筆）
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図19  いろいろな岩との透水係数の比較例
（地下水ハンドブック編集委員会,1980に加筆）

HDB-1
HDB-2
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4.1.2地質環境のモデル化と地下施設建設に伴う地質環境の変化の予測 

地質環境をモデル化するための基本となる地質構造モデルを検討し、コン

ピュータ上での可視化を行いました。地下水の水理モデルについては、解析

領域の取り方が解析結果に与える影響などの検討を行いました。地下水の地

球化学モデル、岩盤力学モデルについては、試錐調査により取得される各地

質環境データを基に具体的なモデルを構築するための手法の検討 12)を行い

ました。 

また、調査により取得される各地質環境データを管理・運用するためのデ

ータベースシステムの構築を継続しました。基本となるデータベースシステ

ムは平成１２年度に構築しており、平成１３年度はデータベースシステムで

取り扱えるデータの種類（例えば、地理情報システム(GIS)のフォーマット）

を追加しました。 

 

(1)地質構造モデル 

サイクル機構がこれまでに取りまとめている地質分布や地質層序、断層な

どの地質構造に関する情報 13)、幌延町内の地質分布や地質層序に関する情報
14),15)、既存の石油・天然ガス調査用井戸での地質分布に関する情報 16),17)、 

図21 地表地質図 
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既存の弾性波探査結果による地下の地質分布、大曲断層の位置・傾斜に関す

る情報 18)などを参考に、幌延町内の地質図（図21）および深さ5,000m まで

の地質断面図（図22）を作成し、可視化を行いました（図23）。 

             図 22 地質断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   図 23 可視化した地質構造モデルの例 

大曲断層

ヌカナン断層

稚内層

N
日本海側海岸線

声問層
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(2)地下水の水理モデル 

 平成１３年度は、広域での地下水の流れ方の解析（以下、地下水流動解析）

について、解析領域の違い（図24）や透水係数の違いが解析結果に与える影

響などのケーススタディを実施しました。 

図24に示すようなa, b, cの異なる領域を対象に解析を行い、解析領域の

取り方で結果が異なることを確認しました。また、浅いところに分布する地

層の透水係数の違いが、地下水の流れに大きな影響を与えることが分かりま

した。  

図24 境界位置が解析結果に与える影響と解析結果の例 

    

4.1.3調査技術・調査機器開発 

(1)試錐孔掘削のための技術 

試錐孔を掘削する際には、一般に孔壁の崩壊やガスなどの突出を防ぐ目的

で泥材を用いた掘削が行われます。本試錐調査では、一般に使用されている

ベントナイト泥材で十分に孔壁を保護できることが分かりました。 

 また、泥材を混入した試錐掘削水の影響を地下水の採水時に判別するため、

掘削水中に既知量の蛍光染料（ソディウムナフシオネイト：Sodium 

Naphthionate）を添加し、これを採水時に定期的に分析することで、地下水

への掘削水の残留の程度を評価しました。図25は、HDB-1孔での採水に従っ

て地下水サンプル中の蛍光染料の濃度と電気伝導度、溶存酸素の値が変化す

る様子を示しています。地下水を採水するに従い、掘削水の影響が小さくな

っていく様子が分かります。 
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図25 水理（揚水）試験時の蛍光染料などのモニタリング結果 

 

(2)試錐孔を用いた調査試験のための技術 

これまでの調査結果 19)から、幌延地域の地下水の特徴として塩水系地下水

やガスの存在が示唆されていたことから、このような条件下で地層の水の通

し易さに係わるデータの取得や、地下水の採水を実施するため、既存の水理

試験装置について以下の改良を行いました（図26）。  

①試験装置内での泥水などの目詰まりの低減および試験配管径の拡大 

②試験データの品質を確保するための圧力観測機能およびリアルタイムモ

ニタリング機能の付加 

③ガス/水分離槽の追加とガス流量計測機能の付加 

④揚水試験中のガス/水採取機能の付加 
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図26 改良した水理試験装置の概念図 

 

4.2地質環境モニタリング技術の開発 

4.2.1試錐孔を用いたモニタリング技術開発 

比較的軟らかい地層である堆積岩地域の試錐孔でのモニタリング方法を構

築するため、海外で実施されている様々なモニタリング方法について、機器

の材質、耐久性、測定項目などを調査しました。その結果、寒冷地でかつ石

油やガスの存在する場所における、地下水の温度、圧力の測定、地下水の採

水に適用できる機器があることを確認しました。今後は、これらのモニタリ

ング機器について、更にメンテナンス、設置目的などを検討し、最適機種の

選定や必要な改良を行った上で試錐孔へ設置していく予定です。 

 

4.2.2遠隔監視システムの開発 

 地下施設の建設前、建設中、建設後の地質構造や地質環境の変化を、地震

波や電磁波を用いて常時観測する遠隔監視システムのうち、地震波及び電磁

波用データロガー、地震計、磁力計などの受信システムの整備を行いました。 
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4.3深地層における工学的技術の基礎の開発 

地下深部へのアクセス方式として、立坑案およびスパイラル坑道案につい

て検討しました。立坑案は立坑を２本とする案と３本とする案、スパイラル

坑道案はスパイラル坑道＋立坑１本案、スパイラル坑道＋立坑２本案のレイ

アウトについて、地下施設の諸元、所要用地面積、施工性、防災対策、埋戻

し作業、試験研究性、工期、工事費を検討しました（表４、図 27）。検討に

あたり試験坑道を展開する深さを、250mと 500mに設定しました。 

表４ 地下施設レイアウト案および比較条件 

 

図27 地下施設レイアウトの比較検討 
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試錐調査で得られたデータに基づいて、空洞安定解析用の地盤物性値を整

理しました（表５）。なお、水平応力を求める上での側圧係数は1.0に仮定し

ました。 

  表５ 解析用地盤物性値（HDB-1、2孔） 

第２次取りまとめ 20)と同様に岡の理論解 21)を用いて、表５に示す解析用地

盤物性値に基づき、素掘り状態における空洞周辺地盤の安定性を評価しまし

た。その結果、発生する壁面変位は、大部分が許容壁面変位の中央値以下で

あり、空洞の安定性が確保できることを確認しました。 

支保のコンクリートにかかる力（吹付け応力/覆工応力）を理論解析手法に

より求めるため、支保パターンを設定し、支保のコンクリートにかかる力を

求め、支保部材の安全性を検討しました。その結果、部分的に強度の大きい

支保部材を用いることにより、コンクリートにかかる力がコンクリートの許

容応力（σca）以下となることを確認しました（表６、７）。 

なお、設定した支保パターンは、試験坑道およびスパイラル坑道について

は、吹付けコンクリートの厚さを、日本道路公団の基準 22)に準拠して10, 15, 

20cmの３つのケースを設定しました。立坑については、標準的な支保パター

ンがないことから、施工性を考慮して一次覆工コンクリートの覆工厚を40cm

に設定しました。 

注１：粘着力はモール・クーロンの基準*１にしたがい、一軸圧縮強度と内部摩擦角から算定しました。
*１：岩石の破壊・非破壊を示す基準の一つで、岩石にかかる力がこの基準で示された値に到達した時に
岩石が破壊することを意味します。

解析用地盤物性値（HDB－1）

初期地圧

物性

深度

(m)
単位体

積重量

(kN/m３)

粘着

力

(MPa)

内 部

摩擦角

(度)

変形

係数

(MPa)

ポア

ソン

比

一軸圧縮強度

(MPa)

δｖ

(MPa)

δh

(MPa)

側圧

係数

Ｋo

① 0～50 15.0 1.1 20 600 0.40 3 0.00～0.75 0.00～0.75 1.00

② 50～320 15.0 1.8 20 800 0.25 5 0.75～4.80 0.75～4.80 1.00

③ 320～500 18.0 4.3 30 2,000 0.20 15 4.80～8.04 4.80～8.04 1.00

解析用地盤物性値（HDB－2）

初期地圧

物性

深度

(m)
単位体

積重量

(kN/m３)

粘着

力

(MPa)

内 部

摩擦角

(度)

変形

係数

(MPa)

ポア

ソン

比

一軸圧縮強度

(MPa)
δｖ

(MPa)
δh

(MPa)

側圧

係数

Ｋo

① 0～60 16.0 3.5 20 1,500 0.25 10 0.00～0.96 0.00～0.96 1.00

② 60～250 18.0 8.0 25 3,500 0.25 25 0.96～4.38 0.96～4.38 1.00

③ 250～500 19.0 4.3 30 2,000 0.25 15 4.38～9.13 4.38～9.13 1.00

注１：粘着力はモール・クーロンの基準*１にしたがい、一軸圧縮強度と内部摩擦角から算定しました。
*１：岩石の破壊・非破壊を示す基準の一つで、岩石にかかる力がこの基準で示された値に到達した時に
岩石が破壊することを意味します。

解析用地盤物性値（HDB－1）

初期地圧

物性

深度

(m)
単位体

積重量

(kN/m３)

粘着

力

(MPa)

内 部

摩擦角

(度)

変形

係数

(MPa)

ポア

ソン

比

一軸圧縮強度

(MPa)

δｖ

(MPa)

δh

(MPa)

側圧

係数

Ｋo

① 0～50 15.0 1.1 20 600 0.40 3 0.00～0.75 0.00～0.75 1.00

② 50～320 15.0 1.8 20 800 0.25 5 0.75～4.80 0.75～4.80 1.00

③ 320～500 18.0 4.3 30 2,000 0.20 15 4.80～8.04 4.80～8.04 1.00

解析用地盤物性値（HDB－2）

初期地圧

物性

深度

(m)
単位体

積重量

(kN/m３)

粘着

力

(MPa)

内 部

摩擦角

(度)

変形

係数

(MPa)

ポア

ソン

比

一軸圧縮強度

(MPa)
δｖ

(MPa)
δh

(MPa)

側圧

係数

Ｋo

① 0～60 16.0 3.5 20 1,500 0.25 10 0.00～0.96 0.00～0.96 1.00

② 60～250 18.0 8.0 25 3,500 0.25 25 0.96～4.38 0.96～4.38 1.00

③ 250～500 19.0 4.3 30 2,000 0.25 15 4.38～9.13 4.38～9.13 1.00

注１：粘着力はモール・クーロンの基準*１にしたがい、一軸圧縮強度と内部摩擦角から算定しました。
*１：岩石の破壊・非破壊を示す基準の一つで、岩石にかかる力がこの基準で示された値に到達した時に
岩石が破壊することを意味します。

解析用地盤物性値（HDB－1）

初期地圧

物性

深度

(m)
単位体

積重量

(kN/m３)
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力
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内 部
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(度)

変形
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比

一軸圧縮強度

(MPa)

δｖ

(MPa)

δh

(MPa)

側圧

係数

Ｋo

① 0～50 15.0 1.1 20 600 0.40 3 0.00～0.75 0.00～0.75 1.00

② 50～320 15.0 1.8 20 800 0.25 5 0.75～4.80 0.75～4.80 1.00

③ 320～500 18.0 4.3 30 2,000 0.20 15 4.80～8.04 4.80～8.04 1.00

解析用地盤物性値（HDB－2）

初期地圧

物性

深度

(m)
単位体

積重量

(kN/m３)

粘着

力

(MPa)

内 部

摩擦角

(度)

変形

係数

(MPa)

ポア

ソン

比

一軸圧縮強度

(MPa)
δｖ

(MPa)
δh

(MPa)

側圧

係数

Ｋo

① 0～60 16.0 3.5 20 1,500 0.25 10 0.00～0.96 0.00～0.96 1.00

② 60～250 18.0 8.0 25 3,500 0.25 25 0.96～4.38 0.96～4.38 1.00

③ 250～500 19.0 4.3 30 2,000 0.25 15 4.38～9.13 4.38～9.13 1.00

解析用地盤物性値（HDB－1）

初期地圧

物性

深度

(m)
単位体

積重量

(kN/m３)

粘着

力

(MPa)

内 部

摩擦角

(度)

変形

係数

(MPa)

ポア

ソン

比

一軸圧縮強度

(MPa)

δｖ

(MPa)

δh

(MPa)

側圧

係数

Ｋo

① 0～50 15.0 1.1 20 600 0.40 3 0.00～0.75 0.00～0.75 1.00

② 50～320 15.0 1.8 20 800 0.25 5 0.75～4.80 0.75～4.80 1.00

③ 320～500 18.0 4.3 30 2,000 0.20 15 4.80～8.04 4.80～8.04 1.00

解析用地盤物性値（HDB－2）

初期地圧

物性

深度

(m)
単位体

積重量

(kN/m３)

粘着

力

(MPa)

内 部

摩擦角

(度)

変形

係数

(MPa)

ポア

ソン

比

一軸圧縮強度

(MPa)
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(MPa)
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側圧

係数

Ｋo

① 0～60 16.0 3.5 20 1,500 0.25 10 0.00～0.96 0.00～0.96 1.00

② 60～250 18.0 8.0 25 3,500 0.25 25 0.96～4.38 0.96～4.38 1.00

③ 250～500 19.0 4.3 30 2,000 0.25 15 4.38～9.13 4.38～9.13 1.00
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  表６ 支保に関する解析結果（水平坑道・斜坑） 

 

表７ 支保に関する解析結果（立坑） 

 

平成１３年度の試錐調査で得られたデータなどに基づいて、地下施設のガ

ス湧出量を「湧水量の設定による推定」、「影響範囲の設定による推定」、「数

値解析手法」の３つの手法により検討し、その中で中間的な値を示す数値解

析手法によるガス湧出量を採用しました（表８）。 

     

表８ 数値解析手法によるガス湧出量の算定結果 

 換気風量は、坑道内に可燃性ガスの滞留が起きないように設定する風速限
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320 B-1-② DⅡ 9 7.69
470 B-1-③ DⅠ 7 4.64
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450 B-2-③ 9 8.79 7 6.27
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B-1

立坑（φ5.0）

深度
（m）

物性

一次覆工コンクリート 一次覆工コンクリート

σca
（MPa）

覆工応力
（MPa）

Ｂ-2

地区
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0.65 

 
1.45 

 
注：表中の数字はHDB-1,2孔の解析結果の平均値を採用し、建設期間中の施設全体へのガス湧出量の最大値です。
*1：立坑3本案、*2：スパイラル坑道＋立坑2本案

地下施設レイアウト 立坑案＊１ スパイラル坑道案＊２ 
ガス湧出量 
(m３／min) 

 
0.65 

 
1.45 

 
注：表中の数字はHDB-1,2孔の解析結果の平均値を採用し、建設期間中の施設全体へのガス湧出量の最大値です。
*1：立坑3本案、*2：スパイラル坑道＋立坑2本案
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風量*5 および、掘削などに伴い発生する粉塵の濃度に対しこれを十分希釈す

る風量*6 について検討しました。その結果、風速限界に必要な風量が最大と

なり、これに対応できる換気設備を備えることにより、ガスの発生および粉

塵の発生に対して十分な換気量が確保されることが分かりました（表９）。 

 

表９ 各坑道の必要換気風量の算出結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊4：「ずい道工事等における換気技術指針２３)」に示されている坑内風速 0.5m/sec を確保できる風量を検討し

ています。 
＊5：坑内ガス管理濃度0.25％以下(ずい道工事等における換気技術指針２３) )で推奨する基準値を用いました。 
＊6：「ずい道等建設工事における粉塵対策に関するガイドライン２４)」（平成13年3月、厚生労働省）に示され

ている粉塵濃度3mg/m３以下を満足する風量を検討しました。 

坑道名称

風速限界に対し
必要な風量
（ｍ3/min)

立坑案 ｽﾊﾟｲﾗﾙ坑道案

主立坑・副立坑 995 45 38 283

換気立坑 589 36 38 283

試験坑道 554 46 39 283

ｽﾊﾟｲﾗﾙ坑道 554 ― 275 283

ガス湧出量に対し
必要な風量 （ｍ3/min)

粉塵濃度に対し
必要な風量

（ｍ3/min)
坑道名称

風速限界に対し
必要な風量
（ｍ3/min)

立坑案 ｽﾊﾟｲﾗﾙ坑道案

主立坑・副立坑 995 45 38 283

換気立坑 589 36 38 283

試験坑道 554 46 39 283

ｽﾊﾟｲﾗﾙ坑道 554 ― 275 283

ガス湧出量に対し
必要な風量 （ｍ3/min)

粉塵濃度に対し
必要な風量

（ｍ3/min)



29 

4.4地質環境の長期安定性に関する研究 

4.4.1地震研究 

 北海道北部地域で発生した地震活動の特徴について取りまとめを行いまし

た。1996年 10月～2001年 5月までの北海道大学の観測データから決定され

た地震の震源分布によると、深さ20km以深での地震は幌延町を含む北海道北

部地域では東経約142度に沿って分布しており、当該地域の震源分布域は負

の重力異常域（密度の低い物質が分布しているか、周囲よりも基盤岩が深い

場合などが考えられます）にほぼ一致するという特徴を示しています（図28）。 

図28 北海道北部の震源分布と重力異常図 

 

また、平成１４年度に設置予定の試錐孔内設置型および地上設置型の地震

観測機器の検討を行いました。 
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（mgal；ミリガル）

深度(km)



30 

4.4.2天然現象の研究 

 北海道北部における最近の地殻変動や海成段丘の隆起速度について取りま

とめを行いました。 

国土地理院のGPS（Global Positioning System；汎地球測位システム）地

殻変動観測網のデータから、北海道全体は大まかには北西-南東方向の圧縮場

にあり、北海道北部の幌延町周辺での一年間の地殻歪みが 10-7程度と北海道

の中では小さい地域であることが分かりました（図29）。 

      図29 最近1年間の北海道地方の水平地殻歪 

また、北海道北部地域の沿岸部には、約10万年前～約30万年前に形成さ

れた海成段丘が分布 25)しており、抜海、沼川、豊富、雄信内、遠別、初山別

の６地域の海成段丘は 0.3～0.5mm/年程度の隆起速度を持つことが推定され

ました（図30）。 

その他、平成１４年度に地殻の歪などの観測を行うためのGPS観測機器、

地下数km～20kmでの地殻変動に伴う地下の電磁気的な性質（電気抵抗など）

の変化を捉えるための電磁探査機器の検討を行いました。 

                  

 

赤線：圧縮の方向と大きさ
黒線：伸張の方向と大きさ
（凡例の線の長さが5×10-7）
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黒線：伸張の方向と大きさ
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                   図 30 海成段丘の分布と隆起速度 

 

５．地層処分研究開発 

5.1人工バリア等の工学技術の検証 

幌延における人工バリアの遠隔搬送・定置技術開発に資するために、地層

処分場に類似した環境で同様な技術を用いていると考えられる海外の施設

（表10）を対象として遠隔操作技術の調査を行い、得られた情報を地層処分

研究開発への応用の観点から分析・評価しました。 

カナダのウラン鉱山は、非常に高品位であることから、当初広い範囲での

遠隔操作技術の適用を想定していましたが、岩盤による放射線の遮蔽効果や

通気（送風）などを利用して遠隔操作の範囲を絞り、簡単で確実なシステム

を適用していることが分かりました（図 31）。ドイツの炭鉱では、コスト削

減と厳しい採掘条件を勘案して、全長 300ｍもの掘削システムを自動化し遠

隔操作する技術を実現していることを確認しました。カナダ、ドイツの例と

もに運用面での遠隔化のレベルは低く、遠隔操作技術として地層処分におけ

る人工バリアの定置装置に直接反映可能な装置は確認できませんでした。 

 

段丘の形成年代(万年)

沼川

豊富

雄信内

遠別
初山別

抜海

段丘分布

段
丘
の
変
位
量
(m
)

*Stage；酸素同位体比の
測定による過去の寒冷期、
温暖期の区分

段丘の形成年代(万年)

沼川

豊富

雄信内

遠別
初山別

抜海

段丘分布

段
丘
の
変
位
量
(m
)
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 表 10 遠隔操作技術の調査対象とした海外の鉱山 

しかし、安全確保のために換気を有効に利用していること、地上からの制

御にも対応できる情報収集・管理のシステムを構築していることは地層処分

場の設備設計に反映可能であり、幌延の地下施設で行う地層処分研究開発に

おいても参考としていきます。 

図31 カナダのウラン鉱山での鉱石運搬装置の遠隔操作 

     (左；遠隔操作状況、右；遠隔操作される鉱石運搬装置) 

 

第 2次取りまとめで示された人工バリアの遠隔定置概念に基づく緩衝材の

施工技術では、緩衝材（ベントナイト）ブロックを定置した際にブロック間

に隙間が生じることが予想されます。この隙間は、人工バリア定置初期に地

下水や坑道内に残留している酸素の選択的通路となって、オーバーパックの

腐食に影響を与える可能性があります。本研究では、隙間の有無、隙間の大

きさ、緩衝材に浸潤する水の性質の違いがオーバーパックの腐食へ与える影

響を確認するために、室内試験を行いました（図32）。 

 

調査対象 マッカーサーリバー鉱山 ヴァルサム炭鉱

国名 カナダ ドイツ

場所 サスカツーンの
北620km

デュッセルドルフの
北20km

鉱石
高品位ウラン鉱石
（U 3O 8が平均21％） 石炭

深度 500～600ｍ 800ｍ以深

調査対象 マッカーサーリバー鉱山 ヴァルサム炭鉱

国名 カナダ ドイツ

場所 サスカツーンの
北620km

デュッセルドルフの
北20km

鉱石
高品位ウラン鉱石
（U 3O 8が平均21％） 石炭

深度 500～600ｍ 800ｍ以深
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図32 室内試験装置外観 

隙間の有無の影響を調べるための試験は、炭素鋼試験片の上に、5，10mm

の隙間（緩衝材ブロックの隙間を模擬している）を付与したベントナイトと

隙間を付与しないベントナイトを配置し（図 33）、ベントナイト上部より水

（人工海水）を浸潤させて行いました。その際、ベントナイトの膨潤による

隙間の閉塞を防ぐために、フィルターをはさんだベントナイトと、フィルタ

ーをはさまないベントナイトによる試験を行いました。 

図33 試験前（スリット幅5mm）     図 34 ベントナイト除去後 

               （スリット幅10mm、人工海水浸潤60日後） 

その結果、炭素鋼試験片は隙間の有無、大きさ、フィルターの有無によら

ず、隙間近傍のベントナイトとの接触部分で比較的深い腐食が生じましたが、

隙間部分では腐食は生じませんでした（図34）。 
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緩衝材に浸潤する水の性質の違いがオーバーパックの腐食に与える影響を

調べるための試験は、人工海水、セメント（普通セメント、低アルカリ性セ

メント）と人工海水との平衡液およびNaHCO3溶液について行いました。 

その結果、人工海水の試験（150 日間）において、隙間部近傍に局部腐食

が散見されました。しかし、腐食速度を測定した結果、各溶液について腐食

速度の大きな変化は確認されませんでした（表 11）。また、腐食挙動につい

ても、各溶液とも人工海水（60日間）と同様の腐食挙動を示しました（図34）。 

          表 11 腐食速度測定結果 

 

5.2地層処分場の詳細設計手法の開発 

幌延における地下施設の建設の際に使用することも検討している低アルカ

リ性コンクリートについて、低アルカリ性の発現性能、施工性、強度、物理

的性能などを確認するために、室内や屋外において試験を行いました。 

低アルカリ性を早期に発現する配合を検討するため、普通ポルトランドセ

メント（OPC）、シリカフューム（SF）*7、フライアッシュ（FA）*8の配合率を

変え、浸漬試験を行いました。その結果、表12のケース１、ケース２の配合

率で早期に低アルカリ性（pH：10.5）が得られました（図 35）。また、モル

タルの流動性を調べるための試験（フロー試験；JIS R 5201）の結果、ケー

ス２が最も高い流動性を示しました。以上の結果に基づき、屋外吹付け試験

や吹付け試験後のサンプルを用いた室内試験には、ケース２（配合率

OPC:SF:FA＝20:20:60）のセメントを用いました。 
*7：SiO2を主成分とした粒径0.1μm程度の球形の超微粒子の産業副産物です。フェロシリコンや金属シリコンの製造

時に発生する廃ガスを集じんすることにより得られます。
 

*8：火力発電所の微粉炭燃焼で発生する産業副産物です。シリカフュームと同様に集塵機で集じんすることにより得

られます。
 

測定結果 平均
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人工海水 60 10 0.077
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表12 低アルカリ性セメントの配合率 

図35 低アルカリ性セメント浸漬水のpH低下速度 

 

低アルカリ性セメントの施工性の確認のため、通常吹付け施工に用いられ

るコンクリートと低アルカリ性コンクリート（吹付け施工の実績はない）を

用いて実規模模擬トンネルを利用した屋外吹付け試験を行いました（図36）。

その結果、低アルカリ性コンクリートは通常のコンクリートと比較して、施

工性などにおいて遜色ない性能を示し、吹付け施工が可能であることが分か

りました。吹付け試験後にはサンプルを採取し、その強度発現性に関する試 

OPC SF FA

基本 40 20 40

1 25 25 50

2 20 20 60

試験ケース
配合割合（wt%）

 

 

 

7.0

8.0
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13.0
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浸漬日数（日）

p
H

基本ケース 20℃

基本ケース 65℃

ケース1 20℃

ケース1 65℃

ケース2 20℃

ケース2 65℃



36 

図36 模擬トンネルでの吹付け試験状況 

験を行った結果、低アルカリ性コンクリートは通常のコンクリートに比較し

て圧縮強度の発現が遅いため、施工工期などへの影響を考慮する必要がある

ことが分かりました（図37）。 

図37 吹付けコンクリートの圧縮強度試験結果 

以上の結果、低アルカリ性コンクリートは、pH：10.5程度の低アルカリ性

を維持でき、吹付け施工が可能であることが確認されました。今後は、強度

発現が遅いことに関しての検討を行う予定です。 

 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

0.125 0.25 1 7 28 42 56
材齢（日）

一
軸
圧
縮
強
度
(
N
/
m
m2
)

低アルカリ性コンクリート

標準のコンクリート

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

0.125 0.25 1 7 28 42 56
材齢（日）

一
軸
圧
縮
強
度
(
N
/
m
m2
)

低アルカリ性コンクリート

標準のコンクリート



37 

5.3安全評価手法の信頼性向上 

 安全評価に必要な地質環境データの項目、量、精度の確認や課題の抽出に

向けて、調査から得られるデータを安全評価のモデルの入力パラメータとし

て利用する際の留意点や課題の整理を開始しました。 

 

 

６．環境調査・地上施設 

6.1環境調査 

 平成１２年度の文献調査、聞き取り調査に引き続き、希少動植物の生態や、

地下水の利用状況などを調査しました。 

研究所設置対象区域（A区域、B1 区域、B2 区域、C区域）を中心に調査を

計画し、C 区域を含む北海道大学天塩研究林および隣接している問寒別地区

の民有地・町有地などを除く地域において調査を行いました（図38）。 

調査の実施時期、調査方法を表13に示します。 

図38 環境調査位置図 

動植物調査の結果では、重要な動物種として 36 種（哺乳類 4 種、鳥類 13

種、両生・爬虫類1種、魚類6種、昆虫類5種、底生動物5種、植物2種）

を確認しました（表14）。なお、文献情報 26), 27)では重要種としての記載はあ
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っても生息・生育地が特定できないものは表に記載していません。重要種の

確認状況は、A区域 17 種、B1 区域 16 種、B2区域 17 種とほぼ同様の出現種

数を示しています。A 区域は止水域に生息する底生動物の割合が高く、ため

池の魚類などを餌とする猛禽類や旅鳥であるマガン、ヒシクイなどが主体と

なっています。 

表13 環境調査実施内容 

 

また、B1、B2区域では、ヤマメ、ハナカジカなどの小河川に生息する魚類

のほか、エゾライチョウ、オオアカゲラなどの留鳥、エゾサンショウウオ、

ムクゲネズミなどの山地に生息する重要種が確認されました。 

幌延町の水利用に関する特徴として、海側の地区（下沼、浜里、字幌延、

市街地）では公共水源、個人、事業所ともに地下水が利用されており、一方、

山側の地区（北進、上幌延、開進、雄興、問寒別、中問寒、上問寒）では表

流水を公共水源に利用しており、幌延町からの聞き取りによると雄興、問寒

別、中問寒、上問寒地区での井戸の利用はありませんでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

調 査 項 目  調 査 時 期  調 査 方 法  

植

 

物

植 物 相  <夏 季 > H 1 3 /  7 / 1 6 ～ 1 9

< 秋 季 > H 1 3 /  9 /  3 ～  6

･ 直 接 観 察 法  

哺 乳 類  <夏 季 > H 1 3 /  7 / 1 6 ～ 1 9

< 秋 季 > H 1 3 / 1 0 /  1 ～  3

      H 1 3 / 1 0 / 2 4 ～ 2 5

･ ﾌ ｨ ｰ ﾙ ﾄ ﾞ ｻ ｲ ﾝ 法  

･ 捕 獲 調 査 法  

鳥 類  <夏 季 > H 1 3 /  7 / 1 6 ～ 1 9

< 秋 季 > H 1 3 / 1 0 /  1 ～  4

      H 1 3 / 1 0 / 2 4 ～ 2 5

< 冬 季 > H 1 3 /  2 /  4 ～  7

･ 直 接 観 察 法  

･皿 巣 ･ 大 径 木 調 査  

･採 餌 木 ･営 巣 木 調 査

･定 点 観 察 法  

･夜 間 定 点 法  

両 生 ・は 虫 類  <夏 季 > H 1 3 /  7 / 1 6 ～ 1 8 ･ 直 接 観 察 法  

魚 類  <夏 季 > H 1 3 /  7 / 1 6 ～ 1 8

< 秋 季 > H 1 3 / 1 0 /  1 ～  3

･ 直 接 観 察 ･採 取 法  

昆 虫 類  <夏 季 > H 1 3 / ７ / 1 6 ～ 1 8 ･ 直 接 観 察 ･採 取 法  

動

 

物

底 生 動 物  <夏 季 > H 1 3 /  7 / 1 6 ～ 1 8

< 秋 季 > H 1 3 / 1 0 /  1 ～  3

･ 直 接 観 察 ･採 取 法  

水

利

用

河 川 水 ，井 戸  <夏 季 > H 1 3 /  7 / 2 3 ～ 2 7

< 秋 季 > H 1 3 / 1 0 / 2 2 ～ 2 4

･ 聞 き 取 り 調 査  

･河 川 流 量 ･水 位 測 定

･井 戸 水 位 ･流 量 測 定
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              表14 希少種確認件数 

6.2地上施設 

 地上施設に関して、研究管理棟、コア倉庫棟、ワークショップ棟、展示館、

国際交流会館の各施設について、利用形態、受変電設備、上下水道設備など

の仕様を検討しました。また、研究管理棟、コア倉庫棟、ワークショップ棟、

展示館の配置案などを検討しました。 

平成１３年度～１４年度にかけて掘削する試錐孔のコア（岩芯）を収納す

るための仮設コア保管庫を幌延町内に確保しました。 

 

（１）　確認件数 選定基準
区分
コード

区分 種名 渡り区分 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦
A地区
幌延

B1地区
北進～上幌延

B2地区
開進

確認件数
合計

1 1哺乳類 ｲﾀﾁ科の一種 DD 1 2 3

2 1哺乳類 ｺｳﾓﾘ目の一種１ 1 3 4

3 1哺乳類 ｺｳﾓﾘ目の一種２ 1 1

4 1哺乳類 ﾑｸｹﾞﾈｽﾞﾐ NT R 1 1 2

5 2鳥類 エゾライチョウ 留鳥 DD R 2 2

6 2鳥類 オオアカゲラ 留鳥 N 2 2

7 2鳥類 オオジシギ 夏鳥 NT R 2 2

8 2鳥類 オオタカ 留鳥一部夏鳥 内 VU Vu 1 1

9 2鳥類 オオワシ 冬鳥 天 内 VU En 1 1

10 2鳥類 オジロワシ 冬鳥一部繁殖 天 内 EN En 2 1 3

11 2鳥類 チュウヒ 夏鳥 VU En 1 1 2

12 2鳥類 ハイタカ 留鳥 NT Vu 1 1 2

13 2鳥類 ハチクマ 夏鳥 NT R 2 2

14 2鳥類 ヒシクイ 旅鳥 天 NT R 2 2

15 2鳥類 マガン 旅鳥 天 NT R 1 1

16 2鳥類 ミサゴ 夏鳥 NT Vu 1 1

17 2鳥類 ヨタカ 夏鳥 R 2 2

18 3両生は虫類 ｴｿﾞｻﾝｼｮｳｳｵ N 1 2 3

19 4魚類 ｴｿﾞｳｸﾞｲ N 1 1 2 4

20 4魚類 ｴｿﾞﾄﾐﾖ NT 3 2 1 6

21 4魚類 ｴｿﾞﾎﾄｹﾄﾞｼﾞｮｳ VU R 1 1 2

22 4魚類 ｽﾅﾔﾂﾒ VU 1 1

23 4魚類 ﾊﾅｶｼﾞｶ N 6 3 9

24 4魚類 ﾔﾏﾒ（ｻｸﾗﾏｽ） 減 2 2

25 5昆虫類 ｴｿﾞｱｶﾈ R 1 1

26 5昆虫類 ｹﾏﾀﾞﾗｶﾐｷﾘ NT N 1 1

27 5昆虫類 ｼﾞｮｳｻﾞﾝﾅｶﾞﾊﾅｱﾌﾞ R 1 1

28 5昆虫類 ﾐｽﾞｽﾏｼ R 1 1

29 5昆虫類 ﾐｿﾊｷﾞﾊﾑｼ R 1 1

30 6底生動物 ｵｵｺｵｲﾑｼ R 1 1

31 6底生動物 ｶﾜｼﾝｼﾞｭｶﾞｲ VU 1 1

32 6底生動物 ﾊﾞﾊﾞｱﾒﾝﾎﾞ NT N 2 2

33 6底生動物 ﾋﾒﾘｽｱｶﾈ R 1 1

34 6底生動物 ﾓﾉｱﾗｶﾞｲ VU 2 2

35 7植物 ｵｵﾊﾞﾀﾁﾂﾎﾞｽﾐﾚ VU 4 1 5

36 7植物 ﾐｸﾘ R NT 2 2

確認件数計→ 27 25 27 79

確認種数　→ 17 16 17 36
【選定基準】    選定基準は、①～⑦　　

   植物の選定基準は、②・⑤・⑦
　①：「文化財保護法」（昭和25年　法令第214号）に基づく天然記念物

　　　　特：特別天然記念物　　天：天然記念物
　②：「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」（平成４年　法律第75号）に基づく希少野生動植物種

　　　　内：国内希少野生動植物種　際：国際希少野生動植物種　緊：緊急指定種
　③：「改訂･日本の絶滅のおそれのある野生生物　爬虫類･両生類」（ 環境庁　2000）

　　　　Ex：絶滅　EW：野生絶滅　CR：絶滅危惧ⅠA類　EN：絶滅危惧ⅠB類

　　　　VU：絶滅危惧Ⅱ類　NT：準絶滅危惧　DD：情報不足　Lp：絶滅のおそれのある地域個体群
　④：「動物に関するレッドリスト」（環境庁　）（哺乳類、鳥類：1998、汽水・淡水魚類、淡水陸貝類、昆虫類：2000）による選 定種

　　　　Ex：絶滅　EW：野生絶滅　CR：絶滅危惧ⅠA類　EN：絶滅危惧ⅠB類

　　　　VU：絶滅危惧Ⅱ類　NT：準絶滅危惧　DD：情報不足　Lp：絶滅のおそれのある地域個体群
　⑤：「北海道レッドデータブック」（北海道環境生活部　2001）による選定種

　　　　Ex：絶滅種　Cr：絶滅危機種　En：絶滅危惧種　Vu：絶滅危急種　R：希少種　N：留意種
　⑥：「日本の希少な野生水生生物に関するデータブック（水産庁編）」（平成10年　社団法人　日本水産資源保護協会）による選定種

　　　　滅：絶滅危惧種、危：危急種、希：希少種、少：減少種
　⑦「改訂・日本の絶滅のおそれのある野生植物」（環境庁　2000）　　

　　  Ex：絶滅　EW：野生絶滅　CR：絶滅危惧ⅠA類　EN：絶滅危惧ⅠB類　VU：絶滅危惧Ⅱ類　 NT：準絶滅危惧　DD：情報不足

　※マガン：渡来時期や確認環境からマガンの可能性が高いため貴重種として抽出した。
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